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 この地域管理経営計画は、国有林野の管理経営に関する法律（昭和 26 年法律第 246

号）第６条の規定に基づき、東北森林管理局長が定める令和３年４月１日から令和８

年３月 31 日までの５年間を計画期間とする北上川上流森林計画区に係る国有林野の

管理経営に関する計画である。 
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はじめに 

 

 我が国の国土面積の２割、森林面積の３割に当たる国有林野の管理経営は、森林経営の用に供

するものとされた国有財産として、①国土の保全その他国有林野の有する公益的機能の維持増進

を図るとともに、あわせて、②林産物を持続的かつ計画的に供給し、③国有林野の活用によりそ

の所在する地域の産業の振興又は住民の福祉の向上に寄与することを目標として行うものとされ

ている。 

 このような中で、森林に対する国民の要請は、国土の保全や水源の涵
かん

養に加え、地球温暖化の

防止、生物多様性の保全、森林環境教育の推進、森林とのふれあいや国民参加の森林
も り

づくりなど

多様化してきている。 

 また、戦後造成した人工林が本格的な利用期を迎える中、民有林においては、森林の経営管理

の集約化が喫緊の課題となっており、林業の成長産業化と森林資源の適切な管理の両立を図るた

め、森林経営管理制度が平成 31 年度から導入されるとともに、森林環境税及び森林環境譲与税

が創設されるなど、我が国の林政は、森林・林業の再生に向け、大転換を進めており、国有林野

事業については、民有林への指導やサポートなど我が国の森林・林業の再生に貢献することが求

められている。 

 こうしたことを踏まえ、東北森林管理局は、森林・林業や国有林野事業に対する国民の多様な

要請と期待を踏まえつつ、公益重視の管理経営を一層推進するとともに、その組織・技術力・資

源を活用して森林・林業再生へ貢献するための取組を進めていくこととする。 

 なお、本森林計画区においては、松くい虫被害の先端地域としての防除活動と北上の続くナラ

枯れ被害に対する巡視活動及び生息域が拡大するニホンジカの生息状況の把握と被害対策を実施

し、森林生態系の保全を図る。  

本計画は、国有林野の管理経営に関する法律第６条の規定に基づいて、東北森林管理局長があ

らかじめ国民の意見を聴いた上で、国有林野の管理経営に関する基本計画に即し、森林法で定め

る国有林の森林整備・保全に関する計画である国有林の地域別の森林計画と調和して、今後５年

間の北上川上流森林計画区における国有林野の管理経営に関する基本的な事項を定めた計画であ

る。 

 今後、北上川上流森林計画区における国有林野の管理経営は、第五次地域管理経営計画の計画

期間終了に伴い、令和３年４月１日を始期として策定した第六次計画に基づき、関係行政機関と

連携を図りつつ、関係住民の理解と協力を得ながら適切に行うこととする。 
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1 国有林野の管理経営に関する基本的な事項 

（1）国有林野の管理経営の基本方針 

① 森林計画区の概況 

 本計画の対象は、岩手県のほぼ中央部に位置し、北側は馬淵
ま べ ち

川
がわ

森林計画区、東側は久慈

・閉
へ

伊川
い が わ

森林計画区、西側は雄物川森林計画区、南側は北上川中流森林計画区に接し、盛

岡市をはじめとする２市４町にまたがる国有林野 62,298ha である。 

 本森林計画区は、計画区内を南北に流れる北上川を境に、東部が北上高地地域、西部が

奥羽山脈地域に大別される。北上高地地域は隆起による準平原からなり、最高部の毛
け

無森
なしもり

（1,427m）を東端に、1,000m 級の山々で構成され平坦な山頂部を持つ山容と、古生層から

なる地質が侵食された沢部から構成されている。奥羽山脈地域は、秋田県境の乳頭山

（ 1,478m）、駒ヶ岳（ 1,637m）から連なる山地群に、三ッ石山 (1,466m)、岩手山

（2,038m）が盛岡市の北西まで張り出しており、岩手山麓には広い裾野が展開している。

火山群からなる奥羽山脈の山容は、コニーデ型の岩手山やアスピーテ型の三ッ石など変化

に富んでおり、周辺は温泉地が点在している。 

 また、河川は中央部を北上川が貫流しており、東から丹
たん

藤川
どうがわ

、米
よ

内川
ないかわ

が西流し、西から

は雫石川、滝名川が東流し北上川に注ぎ宮城県石巻市の太平洋に注いでいる。 

 林況は、奥羽山脈、北上高地ともに、標高 800m 以上の山岳部においては、ブナを中心と

した天然林が多く、標高 1,200m 以上では、オオシラビソ（アオモリトドマツ）、コメツガ

等の針葉樹と、ダケカンバが混交した林を構成し高山帯へ移行する。標高 800m 以下の森林

は、奥羽山脈ではスギ、北上高地ではカラマツ、北部の丘陵部ではアカマツ等、気候や土

壌に適した樹種を主とした人工林を配置し、８齢級以上の森林割合が９割を占め、豊かな

森林資源を活用した木材の供給が行われている。 

 本森林計画区の国有林の 86％が保安林に指定されており、水源涵
かん

養や土砂流出防備等に

重要な役割を果たしている。本森林計画区には県都盛岡市などが位置しており、水源涵
かん

養

機能はもとより、山地災害防止機能／土壌保全機能等の森林の有する多面的機能の高度な

発揮が期待されている区域である。 

 また、本森林計画区内においては、十和田八幡平国立公園、外山
そとやま

早坂
はやさか

高原県立自然公園

をはじめ、葛
かっ

根
こん

田川
だ が わ

・玉川源流部森林生態系保護地域、早
はや

池
ち

峰
ね

山周辺森林生態系保護地域

及び自然休養林等のレクリエーションの森が選定され、優れた自然・景観に恵まれ森林レ

クリエーションや保健休養の場として多くの人々に利用されている。冬期には網
あみ

張
はり

・雫石

・岩手高原の３つのスキー場がエリア内にまとまっていることから、スキーリゾート地と

なっている。 

 林業・木材産業については、都市部への供給地として古くから林業生産活動が行われて

おり、御堂
み ど う

マツ、鶯
おう

宿
しゅく

スギなどの銘木や、広葉樹資源の供給地であった。現在は戦後造林

したカラマツやスギ等が収穫期を迎えている。また、近隣地域には大規模製材工場が立地

し、バイオマス発電施設の稼働が進むなど、木材の安定供給への期待が高まっている。 

 

② 国有林野の管理経営の現状及び評価 

ア 計画区内の国有林野の現況 

 本森林計画区の森林の現況（令和２年３月時点）としては、人工林を中心とする育成

林が 25,846ha（育成単層林 25,168ha、育成複層林 678ha）、天然生林が 30,460ha とな

っており、主な樹種としては針葉樹ではカラマツ 1,496 千ｍ3、スギ 1,361 千ｍ3、アカ
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マツ 937 千ｍ3、広葉樹ではブナ 1,690 千ｍ3、ナラ類 476 千ｍ3となっている。 

 また、人工林についてみると、齢級構成は 11 齢級をピークとした一山型であり、10

齢級以上の林分が約７割と主伐期に達している林分が増加している。 
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図－1 市町村別人工林、天然林別森林分布図 
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イ 主要事業の実績 

 第五次計画（平成 28 年度～令和２年度）における本森林計画区での計画に対する実績

は以下のとおりである。 

 

（ア）伐採量 

 全体の伐採量は、計画に対し 96％となった。 

 主伐の伐採量については、立木販売の入札不調等により計画に対し 80％の実績とな

った。 

 間伐の伐採量については、計画に対し 103％と、概ね計画通りの実績となった。 

（単位：材積 ｍ3） 

 計 画 実 績 

主 伐 間 伐 臨時伐採量 主 伐 間 伐 臨時伐採量 

伐採量 
211,535  

 
309,600  

(7,192ha) 
25,000  

 
168,966  
<24,176> 

319,166  
(4,065ha) 

34,256  
 

注１）（  ）は間伐面積である。 
注２）実績の数値については、平成 28 年度～平成 31 年度（前４年間）は実績数値、 

令和２年度分（最終年度）は見込み数値である。なお、主伐の<  >は最終年
度の立木販売の見込み数値（内数）である。 

注３）臨時伐採量とは、事業の支障木や被害木等である。 

 

（イ）更新量 

 人工造林については、前計画から持ち越したものを確実に実施したが、予定してい

た分収育林・分収造林等の入札不調及び伐期延長があったことに加えて、計画期間の

後期に立木販売をした箇所の更新発生が本計画期間に持ち越しになったことにより、

計画に対し 49％の実績となった。 

 天然更新については、薪炭共用林における伐採の取りやめ及び松くい虫対策として

アカマツ林の樹種転換のため伐採した箇所の更新完了が本計画期間に持ち越しになっ

たことにより、計画に対し 15％の実績となった。 

（単位：面積 ha） 

 計 画 実 績 

人工造林 天然更新 人工造林 天然更新 

更新量 
620  

(152) 
196  
(6) 

301  
 

30  
 

注１）計画欄の（  ）は前計画から持ち越した数値（内数）である。 
注２）実績の数値については、平成 28 年度～平成 31 年度（前４年間）は実績数値、

令和２年度分（最終年度）は見込み数値である。 

 

（ウ）保育量 

 下刈については、人工造林箇所が減少したこと及び、現地の実態に即した効率的な

作業の実施による実施回数の低減等により、計画に対し 44％となった。 

 つる切り・除伐については、現地を精査し、必要性を勘案して実施した結果、計画
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に対し 78％の実績となった。 

（単位：面積 ha） 

 計 画 実 績 

下 刈 つる切・除伐 下 刈 つる切・除伐 

保育量 1,719  440  752  342  

注１）実績の数値については、平成 28 年度～平成 31 年度（前４年間）は実績数値、 
令和２年度分（最終年度）は見込み数値である。 

注２）つる切・除伐の実績には、除伐Ⅱ類を含まない。 

 

（エ）林道の開設及び改良 

 林道の開設については、豪雨等の自然災害による災害箇所の拡張（改良）に優先的

に対応したため、計画を下回る実績となった。 

 

区 分 計 画 実 績 

開 設 

路線数 14   4  

延長（m） 23,680  3,470  

改 良 

路線数 －  －  

延長（m） －  －  

注）実績の数値については、平成 28 年度～平成 31 年度（前４年間）は実績数値、 
令和２年度分（最終年度）は見込み数値である。 

 

（オ）保護林・緑の回廊 

 保護林については、平成 28 年度に森林生態系や個体群の持続性に着目し、分かり

やすく効果的な区分を導入して「森林生態系保護地域」、「生物群集保護林」、「希

少個体群保護林」の３区分に再編し、名称の変更があったが、箇所数及び面積は変更

がなかった。 

 緑の回廊については、変更がなかった。 

 

 

前計画期首 前計画期末 

箇所数 面積（ha） 箇所数 面積（ha） 

保護林 5  5,284  5  5,284  
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 前計画期首 前計画期末 

延長（km） 面積（ha） 延長（km） 面積（ha） 

緑の回廊 58  7,741  58  7,741  

 

③ 持続可能な森林経営の実施方向 

 国有林野の管理経営に当たっては、開かれた「国民の森林
も り

」の実現を図り、現世代とと

もに将来世代へ森林からの恵沢を伝えるため、機能類型区分に応じた森林の適切な整備・

保全等による持続可能な森林経営に取り組んでいく。 

 なお、持続可能な森林経営については、日本はモントリオール・プロセス※に参画して

おり、この中で国全体として客観的に評価するための７基準（54 指標）が示されている。 

 本森林計画区内の国有林野について、この基準を参考として、次のような森林の取扱い

方針に基づいて、各般の取組を推進している。 

 

ア 生物多様性の保全 

 地域の特性に応じた多様な森林生態系を保全していくため、針広混交林等多様な林相

の森林を整備及び保全していくとともに、希少な野生生物が生育・生息する森林につい

て適切に保護するほか、造林、保育、伐採等の施業を行う場合でも適切な配慮を行う。 

 関連する主な取組としては、以下のとおりである。 

 ・人工林の複層林化及び針広混交林化等の多様な森林整備 

 ・保護林及び緑の回廊の保全・管理 

 ・保護林及び緑の回廊におけるモニタリング調査の実施 

 ・希少猛禽類が生息する区域における施業時期や施業方法の配慮 

 ・渓畔周辺の本来成立すべき植生による上流から下流までの連続性確保に配慮した施 

業の実施 

 

イ 森林生態系の生産力の維持 

 森林としての成長力を維持し健全な森林を整備していくため、間伐等の施業を適切に

実施するとともに、主伐期に達した森林において適切な施業による木材の生産と確実な

更新を行い、もって公益的機能の発揮と両立した森林生態系の生産力の維持を図る。 

 関連する主な取組としては、次のとおりである。 

・一定林齢に達した人工林の適切な間伐の推進 

・主伐後の適確な更新のための現況確認及び適切な植栽 

・計画的な伐採量の維持による持続可能な管理経営 

・効率的な事業実施を可能とする路網の整備 

・コンテナ苗の活用等による低コスト造林に向けた取組 

 

ウ 森林生態系の健全性と活力の維持 

 外部環境より受ける影響から森林の劣化を防ぐため、森林病害虫及び野生鳥獣による

被害や山火事等から森林を保全するとともに、被害を受けた森林の回復を行う。 
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 関連する主な取組としては、次のとおりである。 

・山火事を防止するための巡視の実施 

・松くい虫、ナラ枯れ被害等森林病虫害の監視強化及び早期駆除 

・松くい虫被害対策の一環としてアカマツ林の樹種転換の実施 

・ニホンジカに対する監視体制の強化及び必要に応じた被害対策の実施 

 

エ 土壌及び水資源の保全と維持 

 降雨や融雪等に伴う侵食から森林を守るとともに、水源の涵
かん

養のため、必要に応じ育

成複層林施業や長伐期施業を推進するほか、山地災害により被害を受けた森林の整備復

旧を行う。また、森林施業においても裸地化する期間の短縮や、尾根筋や渓流沿い等で

の森林の存置を行う。 

 関連する主な取組としては、次のとおりである。 

・伐期の長期化により、長期的に見た裸地状態の面積の縮小 

・尾根筋や渓流沿い等における皆伐の回避 

・伐採跡地の適確な更新の確保 

・下層植生の発達を促すための間伐の推進 

・治山事業の計画的な実施及び災害時における迅速な復旧対策の実施 

・多様な根系の形成を促す複層林施業等の多様な森林
も り

づくりの推進 

 

オ 地球的炭素循環への森林の寄与の維持 

 森林による二酸化炭素吸収能力を将来にわたり十分に発揮させるため、間伐等を適確

に実施するとともに、適切な主伐・再造林による更新を実施する。また、木材の二酸化

炭素貯蔵機能や、化石燃料代替機能等を発揮させるため、木材利用を推進する。 

 関連する主な取組としては、次のとおりである。 

・造林、間伐等の森林整備の推進 

・計画的な木材生産 

・主伐、再造林の推進 

 

カ 社会の要望を満たす長期的・多面的な社会・経済的便益の維持及び増進 

 国民の森林に対する多様な期待に応えるため、森林が有する多面的機能の効果的な発

揮とともに、森林浴や森林ボランティア、環境教育等、森林と人とのふれあいの確保の

ためのフィールドの提供等や森林施業に関する技術開発に取り組む。 

 関連する主な取組としては、次のとおりである。 

・機能類型区分に応じた適切な森林の管理経営の実施 

・森林
も り

づくり活動のフィールドとして「遊々の森」等の国有林野を国民に提供 

・レクリエーションの森の利用促進 

・木材の安定的な生産による循環型社会構築への貢献 

 

キ 森林の保全と持続可能な経営のための法的、制度的及び経済的枠組 

 ア～カに記述した内容を着実に実行し「国民の森林
も り

」として管理経営を行うため、国

有林野の関連する法律に基づく各計画制度の適切な運用はもとより、管理経営の実施に

当たっては、国民の意見を聴きながら進めるとともに、モニタリング等を通じて森林資
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源の状況を把握する。 

 関連する主な取組としては、次のとおりである。 

・地域管理経営計画等に基づいた適正な管理経営 

・地域管理経営計画策定に向けた地元住民懇談会の開催による意見聴取 

・国有林モニター制度の活用による、国有林野事業に関する意見聴取 

・ホームページの充実による情報発信 

・保護林及び緑の回廊におけるモニタリング調査の継続実施 

・森林現況の着実な把握 

 

※「モントリオール・プロセス」とは、1992 年の地球サミットで採択された「森林原則声

明」を具体化するため、温帯林等の持続可能な経営のための基準・指標の作成と活用を

進めることを目的として、1993 年に始められた自主的な国際的取組のこと。我が国を含

め、米国、カナダ、ロシア、中国等の 12 ヵ国が参加しており、2007 年（平成 19 年）１

月より、我が国が事務局となっている。 

 

④ 政策課題への対応 

 本森林計画区では、森林及び林業をめぐる情勢等を踏まえ、 

・森林の公益的機能の発揮に向けた森林吸収源対策、生物多様性の保全、地域の安全・安 

心を確保する治山対策 

・地域の林業・木材産業への貢献に向けた木材の安定供給、民国連携した森林整備 

・「国民の森林
も り

」としての国有林の活用に向けた国民参加の森林
も り

づくり 

等に取り組む。 

 

（2）機能類型に応じた管理経営に関する事項 

① 機能類型ごとの管理経営の方向 

 国有林野の管理経営に当たっては、公益重視の管理経営の一層の推進を旨とする方針の

下で、個々の国有林野を重視すべき機能に応じて区分し、いわゆる公益林として適切な管

理経営を行う。 

 具体的には、国有林の地域別の森林計画に定める公益的機能別施業森林の区域との整合

に留意しつつ、本森林計画区の国有林野を、国土保全を目的とする「山地災害防止タイ

プ」、原生的な森林生態系の維持・保存等を目的とする「自然維持タイプ」、森林レクリ

エーション利用等を目的とする「森林空間利用タイプ」、気象緩和等人間の居住環境の保

全を目的とする「快適環境形成タイプ」、水源の涵
かん

養を目的とする「水源涵
かん

養タイプ」の

５つに区分する。なお、国有林の地域別の森林計画における機能類型と公益的機能別施業

森林の対応は下表に示すとおりである。 

 また、林相の維持・改良等に必要な施業の結果、伐採・産出される木材については、有

効利用を図るとともに、各機能の発揮に支障を及ぼさない範囲での齢級構成の平準化や地

域のニーズに応じた主伐を計画的に行い、木材の安定的な供給に寄与するよう努める。 

なお、機能類型ごとの具体的な管理経営については、別冊「管理経営の指針」に基づき

行う。 
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国有林の機能類型と公益的機能別施業森林の対応 

注）分収林・共用林野については、契約等に基づく取扱いとする。 

機 能 類 型 公 益 的 機 能 別 施 業 森 林 

山地災害 

防止タイプ 

土砂流出・ 

崩壊防備エリア 

水源涵
かん

養機能 

維持増進森林 

 

（立地条件に

より除外する

場合もある） 

山地災害防止機能／ 

土壌保全機能 

維持増進森林 

  

気象害防備エリア 
快適環境形成機能 

維持増進森林 

自然維持タイプ 
保健機能 

維持増進森林 

山地災害防止機能／ 

土壌保全機能 

維持増進森林 

森林空間利用タイプ 
保健機能 

維持増進森林 

山地災害防止機能／ 

土壌保全機能 

維持増進森林 

快適環境形成タイプ 
快適環境形成機能 

維持増進森林 
  

水源涵
かん

養タイプ   

かん 

かん 
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ア 山地災害防止タイプにおける管理経営の指針その他山地災害防止タイプに関する事項 

 土砂の流出・崩壊、その他山地災害による人命・人家等施設の被害の防備、その他災

害に強い国土の形成に係る機能を重点的に発揮すべき森林であり、次の事項に留意して、

保全対象と当該森林の位置関係、地形や地質、森林現況等を踏まえた適切な管理経営を

行う。 

 具体的には、山地災害防止タイプについては、土砂流出・崩壊防備エリアと気象害防

備エリアの２つに分けて取り扱う。 

 

（ア）土砂流出・崩壊防備エリア 

 根系が深く発達し、適度な陽光が入るよう密度管理することによって下層植生の発

達が良好な森林に誘導又は維持し、必要に応じて土砂の流出、崩壊を防止する治山施

設等を整備する。 

 

（イ）気象害防備エリア  

 樹高が高く下枝が密に着生しているなど、遮蔽能力が高く、諸害に対する抵抗力の

強い樹種によって構成される森林に誘導し又はこれを維持するために必要な管理経営

を行う。 

 

イ 自然維持タイプにおける管理経営の指針その他自然維持タイプに関する事項 

 自然の推移に委ねることを原則として、保護を図るべき森林生態系を構成する野生生

物等の特性に応じ、保全すべき自然環境の維持・形成に必要な管理経営を行う。 

 特に我が国の気候帯又は森林帯を代表する原生的な天然林や地域固有の生物群集を有

する森林、希少な野生生物の生育・生息に必要な森林については、保護林として設定し、

厳格な保護・管理を行う。 

 

ウ 森林空間利用タイプにおける管理経営の指針その他森林空間利用タイプに関する事項 

 保健、文化、教育等様々な利用の形態に応じた管理経営を行うものとし、具体的には、

景観の向上やレクリエーションの利用を考慮した森林の整備を行い、必要に応じて遊歩

道等の施設の整備を行う。 

 なお、国民の保健・文化的利用に供するための施設又は森林の整備を積極的に行うこ

とが適当と認められる国有林野については、「レクリエーションの森」として選定する。 

 

エ 快適環境形成タイプにおける管理経営の指針その他快適環境形成タイプに関する事項 

 騒音や粉塵等の緩和及び風害や霧害等の気象害防止等、地域の快適な生活環境を保全

する観点から、汚染物質の吸着能力が高く、かつ、抵抗性があり、葉量の多い樹種によ

って構成される森林に誘導し又はこれを維持するために必要な管理経営を行う。 

 

オ 水源涵
かん

養タイプにおける管理経営の指針その他水源涵
かん

養タイプに関する事項 

 良質で豊かな水の安定供給を確保する観点から、浸透・保水能力の高い森林土壌を有

し、根系や下層植生の発達が良好な森林に誘導し又はこれを維持するために必要な管理

経営を行う。 
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② 地区ごとの管理経営の方向 

   本森林計画区は、次の地区に大別され、それぞれ重点的に行うべき管理経営は次のとおり

である。 

 

ア 沼宮内
ぬまくない

地区（1001～1112、1209～1211、1214、1315～1324、1326、1409～1410 林班） 

 岩手町に位置する丘陵林で、その多くがアカマツ、カラマツ、スギの人工林からなっ

ている。また、国有林が、引木沢、芦田内、子抱
こ だ き

、朽木沢等と小面積で点在しており、

周辺は農耕地や民有林と入り組んだ配置となっている。そのことから、水源涵
かん

養機能を

発揮させるため、主として「水源涵
かん

養タイプ」に区分して管理経営を行う。 

 

イ 外山
そとやま

地区（59～71、80～87、205～372 林班） 

 盛岡市北東部に位置し、標高 750m～1,200m と比較的平坦な高地に、ブナ、ミズナラか

らなる天然林とカラマツ人工林の森林構成となっている。外山
そとやま

地区は岩手県内において

も寒冷な地域で、その中心部にある岩
がん

洞
どう

湖
こ

は下流への農業用水及び、水力発電として重

要な水
みず

甕
がめ

となっており、水源涵
かん

養機能を発揮させるため、「水源涵
かん

養タイプ」に区分し

管理経営を行う。また、県立自然公園に指定されている早坂高原周辺は「北上高地緑の

回廊」となっており「自然維持タイプ」に区分して管理経営を行う。 

 

ウ 滝沢地区（15、42～48、90～95、143、156～166 林班） 

 岩手山東斜面と山麓に広がる一帯とその下方に位置する丘陵林からなっている。岩手

山中腹より上部は十和田八幡平国立公園に指定されており、自然景観の維持等、原生的

な森林生態系を保存するため「自然維持タイプ」に区分して管理経営を行う。また、山

麓は伏流水の湧出地となっており、下流部の丘陵林においても周辺に農地が広がること

から、水源涵
かん

養機能を発揮させるため「水源涵
かん

養タイプ」に区分して管理経営を行う。 

 

エ 志和・煙山
けむやま

地区（401～409、411～438 林班） 

 奥羽山脈から連なる、箱ヶ森
はこがもり

、南昌山
なんしょうざん

、東根山
あずまねさん

の志和三山からなるブナ、ミズナラを

主とする天然林とスギ、カラマツ人工林からなっている。北上川に流下する小渓流が多

く存在し、農地や住宅地が近く、さらに下流には東北自動車道やＪＲ等主要交通機関も

あることから、ほぼ全域が水源かん養保安林、土砂流出防備保安林に指定され、山地災

害防止と水源涵
かん

養機能が期待されるため「山地災害防止タイプ」と「水源涵
かん

養タイプ」

に区分し管理経営を行う。 

 

オ 根田茂
ね だ も

川・紫波東部地区（501～516、518～538、540～550、552～555 林班） 

北上川の左岸に位置し、北上高地の毛無森
けなしもり

から続く丘陵林で、ブナ、ミズナラを主と

する天然林及びスギ、カラマツ人工林からなっている。根
ね

田茂
た も

川
がわ

は早
はや

池
ち

峰
ね

西方の毛
け

無森
なしもり

を水源とし、集落の生活及び農業用水となっており、簗川ダム（水源・治水目的）への

流入河川となっていることから、水源涵
かん

養機能の発揮を目的とした「水源涵
かん

養タイプ」

により管理経営を行う。また、毛無森
けなしもり

周辺は早
はや

池
ち

峰
ね

山周辺森林生態系保護地域に指定さ

れており、「自然維持タイプ」に区分して管理経営を行う。 

 紫波東部地区は、標高 300m～700m 程の丘陵林で、アカマツ、コナラからなる天然林と、

スギ、アカマツの人工林からなっており、周辺及び下流域が農地となっていることから
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「水源涵
かん

養タイプ」に区分して管理経営を行う。 

 

カ 葛根田
かっこんだ

地区（689～792、801～804 林班） 

葛根田
かっこんだ

川
がわ

上流域と竜川
りゅうかわ

上流域はブナを主とする天然林からなり、下流域はスギ、カラ

マツ人工林からなっている。ＪＲ田沢湖線北側の国見地区一帯は、地区の下流域に農耕

地が広がっていることから、天然林、人工林ともに水源かん養保安林、土砂流出防備保

安林に指定され、「水源涵
かん

養タイプ」、「山地災害防止タイプ」に区分し管理経営を行

う。 

また、秋田県との県境をなす駒ヶ岳周辺は、十和田八幡平国立公園及び、葛根田
かっこんだ

川
がわ

・

玉川源流部森林生態系保護地域に指定されており、「自然維持タイプ」、そのほか南八

幡平自然休養林や網
あみ

張
はり

、雫石、岩手高原スキー場など野外スポーツ地域は「森林空間利

用タイプ」に区分し管理経営を行う。 

 

キ 御所・鶯
おう

宿
しゅく

地区（601～688、794 林班） 

  南畑川
みなみはたがわ

、鶯
おう

宿
しゅく

川
がわ

流域に位置し御所ダムへの流入河川が多く、ブナを主とする天然林と 

スギ、カラマツ人工林からなっている。流域内にはさらに鶯
おう

宿
しゅく

ダム他３つの中規模のダ

ムが設置され、下流部への農業用水となっており、ほぼ全域が水源かん養保安林に指定さ

れている。また、鶯
おう

宿
しゅく

地区及び御所ダム周辺は住宅地や温泉宿泊施設があり、小渓流の

流入も多いことから、水源涵
かん

養機能と山地災害防止機能の発揮のため「水源涵
かん

養タイプ」

「山地災害防止タイプ」に区分して管理経営を行う。 
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図－２ 国有林の機能別森林分布図 
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（3）森林の流域管理システムの下での森林・林業再生に向けた貢献に必要な事項 

 国有林野の管理経営に当たっては、地域の森林・林業の再生、林業の成長産業化に貢献し

ていくため、流域を単位として民有林・国有林が連携して森林の整備等を行う流域管理シス

テムの下で、北上川上流流域森林・林業活性化センター等の場において、地域における課題

やニーズの把握に努める。それとともに、県、市町、森林組合、林業事業体等と密接な連携

を図りながら、地域の森林・林業の再生に貢献していくため、国有林の組織・技術力・資源

を活用し、民有林の経営に対する支援等を先導的・積極的に進めていく。 

 特に、民有林においては、森林経営管理制度が導入されたことから、国有林においてはこ

の制度が円滑に機能するよう積極的に取り組む。 

 具体的には、以下に掲げる事項に重点的に取り組む。 

 

① 林業の成長産業化等に向けた技術開発・実証と普及 

 民有林への普及を念頭に置き、一貫作業システムやコンテナ苗の活用等による低コスト

造林技術、下刈省力化等の低コスト育林技術、ＩＣＴ（情報通信技術）等の先端技術を活

用した効率的な木材生産手法の実証に積極的に取り組む。特に、林業事業体等と連携した

工程管理の分析・改善を積極的に進める。 

 さらに、これらについて現地検討会を開催するなどして民有林への普及・定着を図る。 

 

② 林業事業体の育成 

 事業の早期発注、年間の事業発注見通しの情報提供など、計画的な事業の発注に努める

ことにより、林業事業体の安定的な雇用の確保に資するとともに、労働安全対策に配慮し

た事業実行の指導に取り組む。あわせて、国有林の多様な立地を活かし、事業の実施やニ

ーズを踏まえた現地検討会の開催、先駆的な技術の実証等を通じた林業経営者の育成に取

り組む。 

 森林経営管理制度の定着に向けては、民有林において事業を実施する意欲と能力のある

林業経営者の育成が重要であることから、国有林野事業に係る事業を委託する場合にはこ

うした林業経営者の受注機会の拡大に配慮する。 

 

③ 民有林と連携した施業や民有林材との協調出荷の推進 

 隣接する民有林との連携により双方の事業の効率化や低コスト化等が図られる区域につ

いては、森林共同施業団地を設定し、地域における施業の集約化を促進する。 

 具体的には、紫波町地域森林整備推進協定の赤沢団地及び佐比内団地、盛岡市と岩手町

の丹藤川上流地域森林整備協定及び、岩手町横断松くい虫防除帯森林整備協定に設定して

いる４つの森林共同施業団地において、民有林と連携した路網の整備と相互利用の推進、

集積土場の共有化、計画的な間伐等の森林整備の実施、民有林材との協調出荷などに取り

組む。 

 また、森林の適切な保全管理、林産物の生産コストの低減、作業環境の向上等に資する

ため、民有林関係者との情報交換を密に行うことにより、民有林林道計画との連携を図り、

合理的な路網整備に努める。 

 

④ 森林・林業技術者等の育成と森林総合監理士（フォレスター）等による技術支援 

 各種研修等を活用しつつ専門的かつ高度な知識・技術と現場経験を有する森林総合監理
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士（フォレスター）等を育成する。森林経営管理制度の導入を踏まえ、県の森林総合監理

士等と連携して、市町村森林整備計画の策定など市町の森林・林業行政への技術的支援に

積極的に取り組む。 

 いわて林業アカデミーや高校生のインターンシップ等への研修フィールドの提供や講師

派遣の協力を行い、林業の担い手育成を図る。 

 

（4）主要事業の実施に関する事項 

主伐については、現地の状況に応じて小面積・モザイク的に配置された森林を造成するた

めの伐採や育成複層林へ誘導するための伐採を計画するなど、多様な森林整備を推進する。 

間伐については、地球温暖化防止に係る森林吸収源対策を着実に実行するとともに、低コ

ストかつ効率的な事業を進めるために、実施箇所の団地化や低コスト路網整備、現地の状況

に応じた適切な列状間伐の実施等に積極的に取り組む。 

更新については、低コスト化を図るため、伐採から植栽までを一体的に行う「一貫作業シ

ステム」や、コンテナ苗の活用等に取り組む。 

保育については、画一性を排し、造林木の生育状況等現地の実態に即して箇所毎に必要性

を判断し、実施回数の低減など保育経費の低コスト化を図る。 

林道（林業専用道を含む。）及び森林作業道については、それぞれの道の役割や自然条件、

作業システム等に応じて適切に組み合わせた整備を推進する。 

本計画期間における各事業の総量は以下のとおりである。 

 

① 伐採総量                            （単位：ｍ3） 

区 分 主 伐 間 伐 臨時伐採量 計 

計 
 212,000 

 
316,000  

(7,197ha) 
25,000  

  
553,000  

  

注１）（   ）は、間伐面積である。 
注２）臨時伐採量とは、事業の支障木や被害木など、あらかじめ箇所ごとの伐採量を見込む

ことが困難なものである。 

 

② 更新総量                              （単位：ha） 

区 分 人工造林 天然更新 計 

計 819  137  957  

  注）四捨五入により計が一致しない。 

 

③ 保育総量                             （単位：ha） 

区 分 下 刈 つる切・除伐 計 

計 1,489  271  1,759  

  注）四捨五入により計が一致しない。 

 



 - 17 - 

④ 林道の開設及び改良の総量 

区 分 
開 設 改 良 

路線数 延長(m) 箇所数 延長(m) 

計 12  12,770  8  837  

 

（5）その他必要な事項 

①  地球温暖化防止対策の推進 

上記 1(1)③オに記載のほか、国有林野事業として木材の利用促進に取り組むとともに、

木材利用についての国民への啓発に努める。 

具体的には、治山工事において、治山ダムに使用する型枠に木製パネル式残存型枠や、

針葉樹型枠用合板を積極的に利用するとともに、山腹工における土留工、柵工及び水路工

等についても木製構造物を活用するなど木材を積極的に利用する。また、林道工事におい

ても、盛土箇所に必要な土留工や柵工等に木製構造物を活用するなど木材を積極的に利用

する。 

 

②  生物多様性の保全（渓畔周辺の森林の整備・保全） 

上記 1(1)③アのうち、特に、渓畔周辺については、水系への土砂流出の抑制、風致の維

持、野生生物の生育・生息場所や移動経路の提供、種子や栄養分の供給、水域における日

射の遮断等多くの機能を発揮する場として、公益的機能の発揮上重要な役割を担っている。

このため、本来成立すべき植生による上流から下流までの連続性を確保することにより、

森林生態系ネットワークの形成に努める。 

この取組のモデル的な河川として、「軽町沢」を選定し、上流から下流にわたる森林の

連続性を確保するため、渓畔周辺の森林を「渓畔保全プロジェクト林」に設定し、整備・

保全に取り組む。なお、「渓畔保全プロジェクト林」においては、事業の実施等に伴う植

生・撹乱等の状況を把握し、検証を行いつつ生物多様性の保全に向けた取組を推進する。 

   本森林計画区における渓畔保全プロジェクト林は次の表のとおりである。 

 

渓畔保全プロジェクト林 

名 称 設定年度 設定延長（m） 位置（林小班） 

軽町沢 令和２年度 9,400  

外山第１国有林（214 は 2、217 い 1、ろ
1、ろ 2、は 3、218 ろ 2、ろ 3、は 2、219
ろ 3、に、ほ、へ、222 へ、と、223 に、
225 に、へ、235 に、236 い 1、に、237
い、に、238 ろ 6～ろ 8、に 1、239 ろ 1、
へ、243 ろ、へ、244 に 4、246 い、ほ、
247 い、ろ、に 1～に 5、ほ、へ、と、
ち、り、248 い 1、ほ、250 へ、252 は
1、は 2、に 2、254 い 1～い 3、に、ほ、
256 ろ、260 に、ほ、261 へ、262 い 1、
ぬ、264 い、265 い 1、266 ろ、ほ、と、
ち、267 い 1、い 2、ろ、は 2、へ、268
は、ほ、269 い 1、は、に） 
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③ 地域の安全・安心を確保する治山対策の推進 

   人家等保全対象に近接する山地災害の危険がある箇所については、計画的に治山事業を実

施するとともに、集中豪雨等で被災した箇所については、早期に復旧を行う。また、山地

崩壊等に伴う流木被害が顕在化していることを踏まえ、流木対策を推進するとともに、国

土保全等の推進に当たっては、流域保全の観点から、国有林と民有林を通じた計画的な事

業実施、民有林治山事業や他の国土保全施策との連携に取り組む。 

また、治山事業による国土保全の取組について地域住民へ情報提供する。 

 

2 国有林野の維持及び保存に関する事項 

（1）巡視に関する事項 

① 山火事防止等の森林保全巡視 

 日常の森林保全巡視を着実に実施することにより、山火事及び廃棄物の不法投棄の未然

防止、森林病虫害、鳥獣被害の早期発見・防除、高山植物の保護、保安林の適切な管理等

の保全管理に努める。 

 また、保全管理の実施に当たっては、地元住民、県、市町、ボランティア、ＮＰＯ等と

の協力･連携を図り、入林者への山火事防止や不法投棄防止意識の啓発等に努めるとともに、

風水害による山地崩壊、倒木、林道等施設の災害の未然防止、あるいは早期発見に努める。 

 特に、路網の整備に伴い、廃棄物の不法投棄が発生することも想定されるので、不法投

棄の未然防止のため、地元住民及び関係機関と連携を図りつつ、随時巡視に努める。 

 

② 境界の保全管理 

 境界の適切な保全管理は、国有林野の管理経営の基礎であることから、境界標識類の確

認、境界の巡視、不明標の復元を計画的に行い、境界の保全管理に努める。 

 また、居住地域周辺等に所在する国有林野については、権原が未設定での占有使用やゴ

ミの不法投棄等が生ずることのないよう、重点的に保全管理に努める。 

 

（2）森林病害虫の駆除又はそのまん延の防止に関する事項 

 森林病害虫等の被害対策については、保護樹帯の設置、適切な保育の実行等により病害虫

等の森林被害に対する抵抗性の高い森林の整備等、被害の未然防止に努めるとともに、早期

発見及び早期駆除に努め、日常の管理を通じて適時適切に行うこととする。 

 松くい虫被害については、本森林計画区において被害地域の北上、拡大が見受けられ、被

害の先端地域と位置づけられていることから、被害木の早期発見のための監視を強化すると

ともに、主伐期に達しているアカマツ林については、被害の拡大防止のため、必要に応じア

カマツ林の樹種転換を実施するなど、関係機関と連携した被害対策を講じる。 

ナラ枯れ被害については、本森林計画区においては確認されていないが、被害木の早期発

見のための監視を強化するとともに、関係機関と連携し、被害対策を講じる。 

 

（3）特に保護を図るべき森林に関する事項 

① 保護林 

 本森林計画区には、貴重な自然環境としての天然林が多数存在しており、北上山御堂
み ど う

松
まつ

希少個体群保護林、男
お

助山
すけやま

鶯
おう

宿
しゅく

スギ希少個体群保護林等の５カ所の保護林を設定し、天然

性の特定植物群落の成立過程から自然推移による変化を学術上記録している。これらの地
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域においては、原生的な森林生態系における動植物の保護、遺伝資源の保存等を適切に図

りつつ、モニタリング調査等を実施するとともにその結果に基づき、適切な保全・管理を

図る。また、大学や試験研究機関に対して積極的な情報提供に努め、要請に応じ学術研究

フィールドとして提供する。 

 なお入林者の影響等による植生荒廃防止等の措置が必要な箇所については、地域の関係

者等との利用のルールの確立や標識の設置、歩道の整備等に努め、立入を可能とする区域

においては、学習の場等として多くの国民が利用できるように努める。 

 

② 緑の回廊 

 奥羽山脈沿いに青森県の八甲田山から宮城県の蔵王周辺まで、約２km の幅で、延長約

400 ㎞にわたって、「奥羽山脈緑の回廊」を設定しており、このうち本森林計画区には延

長約 34km が含まれている。また、北上高地の分水嶺沿いに早
はや

池
ち

峰
ね

山周辺森林生態系保護地

域を中心として、北は久慈市平庭岳から、南は大船渡市の毛
け

無森
なしもり

山まで、約２km の幅で長

150km にわたって「北上高地緑の回廊」を設定しており、このうち本森林計画区には延長

約 24km が含まれている。 

 緑の回廊においては、将来的に多様な樹種や複数の樹冠層からなる天然林を指向するこ

ととし、林内空間・照度及び採餌空間の確保等、野生生物の生育・生息環境の整備を図る

観点から、針広混交林に誘導するための抜き伐り等に努めるとともに、民有林関係者とも

連携しつつ、質的充実に努める。 

 

（4）その他必要な事項 

① 野生鳥獣との共生及び被害対策 

 野生鳥獣との共生については、森林施業を計画的に実施していく中で、野生鳥獣の移動

経路等の生息環境を維持していくよう配慮する。 

 野生鳥獣による被害対策については、関係省庁、県、市町等と情報を共有しつつ日常の

森林保全巡視において森林に対する獣害の監視に努める。 

 特に、ニホンジカについては、森林被害の発生を防止するための監視、分布情報や被害

状況の適確な把握に努める。具体的には、職員のみならず、国有林野で作業を行う事業体

や入林者からの情報によるチェックシートを活用したニホンジカの分布等状況調査等に継

続して取り組む。さらに、造林地の被害状況等に応じて防鹿柵の設置等の被害対策を講じ

る。 

 

② 希少な野生生物の保護 

 希少な野生生物については、生育・生息地の情報把握に努めるとともに、必要に応じて

専門家の協力も得ながら、森林の各種機能の発揮との調整を図りつつその保護に努める。 

 特に、イヌワシ、クマタカ等の希少な鳥類については、引き続き営巣情報の把握に努め

るとともに、営巣地周辺で事業を実施する場合は、専門家の意見を聞き、繁殖時期等に配

慮し慎重に実施する。 

 

③ その他 

 「自然維持タイプ」と「森林空間利用タイプ」については、地域住民、ボランティア、

ＮＰＯ等とも連携を図りながら、生物多様性保全の視点も踏まえつつ希少種の保護や移入
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種の侵入防止等に努める。 

 

3 林産物の供給に関する事項 

（1）木材の安定的な取引関係の確立に関する事項 

 本森林計画区においては、スギ、カラマツ等の人工林の資源が本格的な利用期を迎えてい

る。このような状況を踏まえ、公益重視の管理経営を推進する中で、機能類型区分に応じた

適切な施業の結果得られる木材については、公共建築物等における木材利用の促進や地域に

おける木材の安定供給体制の構築が図られるよう、地域や樹材種ごとの木材の価格、需給動

向を把握しつつ、安定的・持続的供給に努める。 

 また、間伐材の利用促進に当たっては、列状間伐や路網と高性能林業機械を組み合わせた

低コストで効率的な作業システムの定着を図りつつ、素材（丸太）販売により実施する。そ

の際、販売を市場へ委託するなど民間の木材市場等を活用するとともに、加工・流通コスト

の削減や民有林管理への貢献等に取り組む需要者と協定を締結して需要先へ直送する「安定

供給システム販売」に取り組む。 

 あわせて、これまで間伐等で伐採されても利用されてこなかった小径木や造材後林内に放

置されてきた根株・枝条などの未利用間伐材等について、需要者等への供給に取り組む。 

 なお、木材需要の急変時には、地域や関係者の意見の迅速かつ適確な把握に取り組み、全

国的なネットワークを持つ国有林野事業の特性を活かした需給調整機能の発揮に努める。 

 

（2）その他必要な事項 

 公共関連工事や施設での木材利用を進めるため、治山・林道工事等において、木材の特質

を考慮しつつ法面保護工、治山ダム等に間伐材等を積極的に利用するとともに、庁舎等の施

設を新改築する場合は、木造化・木質化を積極的に推進するなど、率先して木材の利用に努

める。 

 また、県、市町等関係機関と間伐材等木材需要についての情報交換を進めるとともに、林

業・木材産業関係者と連携しつつ、木材利用の促進に寄与する。 

 

4 国有林野の活用に関する事項 

（1）国有林野の活用の推進方針 

 国有林野の活用に当たっては、本森林計画区の自然的、社会・経済的な特色を踏まえつつ、

住民の意向等を考慮して、公用・公共用・公益事業の用に供する活用、都市と農山漁村の交

流の促進、公衆の保健のための活用等地域における産業の振興や地域住民の福祉の向上に資

するよう努める。 

  

（2）国有林野の活用の具体的手法 

 国有林野の活用については、公益的機能が発揮されるよう調整を図りつつ取り組む。また、

公用・公共用・公益事業のための活用に資するため、県、市町等との情報交換を密にすると

ともに、不要地、余剰地については広く情報を公開するため、Ｗｅｂサイト等を活用し、情

報の提供に努める。 

 特に、雫石地区の野外スポーツ地域については、引き続きスキー場等を森林レクリエーシ

ョンの場として利用促進を図る。 

なお、自然エネルギーを利用した発電用地として要望がある場合は、クリーンエネルギー
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の産出に寄与するという観点から、国土の保全や生物多様性の保全等に配慮しつつ、国有林

野の活用の推進に努める。  

 

5 公益的機能維持増進協定に基づく林道の開設その他国有林野と一体として整備及び保全を行 

うことが相当と認められる民有林野の整備及び保全に関する事項 

（1）公益的機能維持増進協定の締結に関する基本的な方針 

 国有林野に隣接・介在する民有林野の中には、小規模で孤立分散し立地条件が不利である

こと等から森林所有者等による施業が十分に行われていないものがみられ、その位置関係等

により、当該民有林野における土砂流出等の発生が国有林野の発揮している国土保全等の公

益的機能に悪影響を及ぼす場合がある。 

 このため、このような場合において、公益的機能維持増進協定制度を活用し、国有林野の

有する公益的機能の維持増進を図るために有効かつ適切なものとして、民有林野と一体的に

施業を実施する取組を推進することとし、このことを通じて民有林野の有する公益的機能の

維持増進にも寄与する。 

 具体的には、森林施業の集約化を図るための林道や森林作業道の開設とこれらの路網を活

用した間伐等の施業、地域の森林における生物多様性の保全を図る上で必要となる施業等を

民有林野と一体的に実施する取組を推進する。 

 

（2）国有林野と一体として整備及び保全を行うことが相当と認められる民有林野の整備及び保

全に関する事項 

 公益的機能維持増進協定の締結に当たっては、森林法等の定めに従い、民有林野の森林所

有者等にも原則として相応の費用負担を求めるなど、合理的な役割分担の下での一体的な森

林の整備及び保全の実施に向けた条件整備を進める。 

 

6 国民の参加による森林の整備に関する事項 

（1）国民参加の森林
も り

に関する事項 

 森林環境教育を推進するため、国有林野を活用した体験活動等を実施する「遊々の森」に

ついては、引き続きフィールド及び森林、林業等に関する情報を提供する。 

 また、ＮＰＯ等が行う自主的な森林整備や保全活動についての要請に対応したフィールド

の提供や協定の締結等、多様な取組に努める。 

 

遊々の森 

名 称（市町村） 面 積（ha） 位 置（林小班） 

岩手山山麓森林環境 

体験学習の森（滝沢市） 
20.00  岩手山国有林（91 ろ 2、は 1～は 4、と 2） 

岩手町森林セラピー 
ゆうゆうの森（岩手町） 

17.04  
子抱国有林（1019 ろ 3、1020 ち、り、わ
1、れ、そ、イ） 

 

（2）分収林に関する事項 

国有林野の所在する地域の振興と国民参加による森林整備、緑化思想の普及のため、地元

地域のみならず都市部の住民にも広く働きかけ、国民自らが森林資源の造成や地球環境の保
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全・形成に参画できる制度として推進する。また、川下の需要者である林産企業等に対して、

当該企業が原料とする木材の安定確保等を目的として、分収造林制度の活用を積極的に推進

する。 

 さらに、そのほかの企業や団体等に対しては、業種の枠にとらわれない社会貢献活動の一

環として、森林資源の造成や環境保全に資する森林育成に参画を求め、分収林事業（「法人

の森林
も り

」）を積極的に推進する。 

 

（3）その他必要な事項 

① 森林環境教育への取組 

 学校、県、市町、企業、ボランティア、ＮＰＯ、地域の森林所有者や森林組合等の民有

林関係者など、多様な主体と連携しつつ森林環境教育を推進する。 

 具体的には、「遊々の森」の活用、森林教室等の体験活動、森林環境教育に適したフィ

ールドの情報提供、森林環境教育のためのプログラムや教材の提供、指導者の派遣や紹介

等の取組を積極的に行う。 

 例えば、地域の小学校１、２年生の生活科や総合的な学習の時間において、教科と連携

を図った学習内容で、体験や実験を取り入れたプログラムにより森林教室等の開催等に取

り組む。 

 その際、指導者の派遣や紹介等を行うとともに、森林管理局・森林管理署等に設置した

森林・林業・木材に関する相談窓口である「緑づくり支援窓口」を通じた情報提供、教職

員やボランティアのリーダー等に対する普及啓発や技術指導、森林環境教育のプログラム

や教材の提供など、波及効果が期待される取組にも努める。 

 

② 地域住民や関係機関と連携した取組 

 ＮＰＯ等が行う自主的な森林整備等へのフィールドの提供や必要な技術指導を行うなど、

国民による国有林野の積極的な利用を推進することとし、森林整備や保全活動の要請に対

応したＮＰＯ等と森林管理署との協定の締結等、多様な取組に努める。 

 また、地域で開かれる森林環境教育活動への協力、Ｗｅｂサイト等の各種メディアの活

用等により、森林・林業に関する情報・サービスの提供に努める。 

 

③ 国有林野事業への理解と支援に向けた多様な情報受発信 

 国有林モニター制度の活用等により、国有林野事業の活動全般について国民の意見を聴

くなど、国民と国有林との双方向の情報・意見の交換を図ることにより、国民の要望の適

確な把握や、これを反映した管理経営の推進等の対話型の取組を進め、国有林野事業に対

する幅広い理解と支援を得るよう努める。 

 

7 その他国有林野の管理経営に関し必要な事項 

（1）林業技術の開発、指導及び普及に関する事項 

 国有林野を高性能林業機械の研修や、大学・試験研究機関等の学術研究のためのフィール

ドとして提供するとともに、試験地等を活用し技術交流を図るなど、民有林との連携強化に

努める。 

 特に、本森林計画区内には、国・県等の研究機関が多いことから、技術交流と連携を図る。 

 また、効率的な事業の実施に向け、無人航空機などの先端技術の活用に積極的に取り組む。 
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（2）地域の振興に関する事項 

① 地域性を活かした産業振興等への寄与 

森林の整備や林産物の販売、国有林野の活用、森林空間の総合利用等、国有林野事業の

諸活動と国有林野の多様な利活用を通じて、地域産業の振興、住民の福祉の向上等に寄与

するよう努める。 

また、地域の要請にきめ細かく対応することとし、地域振興等に資する国有林野の貸付

けや売払いに努める。 

なお、本森林計画区では、豊かな自然環境が地域の重要な資源となっていることを踏ま

え、地域性を活かした産業の振興のための国有林野の活用や景観に配慮した施業の実施等

について、地域の要望への積極的な対応に努める。 

 

② 蜂蜜採取への配慮 

  トチノキ、シナノキ等蜂蜜の採取源となる樹種については、事業実行との調整を図りつ

つ、積極的な保残に努める。 

 

（3）その他必要な事項 

①  岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例 

  本森林計画区内の国有林野は、「岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する

条例」により定められた「盛岡広域管内流域基本計画」の対象地域であり、水源涵
かん

養機能

の維持増進、水質の汚濁の防止等に配慮した森林施業を適切に実施する。 

 

②  花粉発生源対策 

  花粉発生源対策についての社会的ニーズに適切に対応するため、国有林におけるスギの

植栽に際しては、可能な限り花粉症対策苗木を使用するよう努める。 


